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Ⅰ．調布市事業承継プロジェクトの概要 

 

 

１．背景と目的 

 

わが国の中小企業を巡る内外環境は、人口減少・少子高齢化による国内需要の減少、

アジア等の新興国との競争激化や新興国の市場拡大、日本の大企業の海外進出による

国内産業の空洞化、円高の高止まり、東日本大震災の影響による電力供給問題など様々

な要因を抱えている。 

その中で中小企業は少子高齢化問題をより顕著に受け、国内需要の減少だけでなく、

経営者の高齢化や事業承継問題等がクローズアップされてきている。  

事業所単位での全国の開業率・廃業率（平成１８年事業所・企業統計調査、平成２

１年経済センサス基礎調査）調査を見ても、開業率 2.6％、廃業率 6.4％となっており、

中小企業の事業所数の実態は減少傾向にある (２０１２年版中小企業白書より)。 

上記を踏まえ、平成２４年２月２０日に調布市と多摩信用金庫は、多摩信用金庫が

有する民間ノウハウを活用し、調布市におけるきめ細やかな中小企業等支援策を相互

連携により取り組むことで、中小企業等の振興及び地域経済の活性化を図ることを目

的として、「中小企業等支援に関する包括協定」を締結した。  

この協定に基づき、具体的なアクションプランとして「事業承継支援に関する具体

的な内容」に関する調査を「調布市事業承継研究会」で調査・検討、分析、報告する

こととした。 

 

２．取り組みの概要 

 

調布市事業承継プロジェクトは、調布市内事業者の事業承継課題の解決に向けた支

援を行うことを目的に立ち上げたものである。  

事業承継は従業員の雇用確保や顧客・取引先の利便性確保など企業の利害関係者へ

の影響度合いが大きく、非常に重要な経営課題だといえる。しかし、売上減少、資金

繰りの悪化など、現状の経営課題を抱え、結果的に「問題の先送り」にならざるを得

ないのが実態といえる。 

2006 年版中小企業白書によれば、年間 29 万社の廃業のうち、後継者不在を第一の

理由とする廃業が約 7 万社、雇用の喪失は毎年 20 万～35 万人に上ると推定されると

記載されている。経営者の交代はこれから本格化すると予想されている。事業承継は

経営者一人の問題ではなく、家族や従業員、取引先など多くの関係者に影響が及ぶ問  
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題である。したがって事業承継の重要性を認識し、早急に取り組んでいく必要がある

といえる。 

事業承継の課題解決には具体的に「ヒト（顧客や取引先及び従業員など）」「仕事（ビ

ジネスモデル）」「資金（自社株承継や金融機関との関係など）」を後継者に引き継ぐ必

要がある。引き継ぐものの多くは目に見えない無形資産であり、簡単に次世代に引き

継げるものではなく、他の経営課題より長い時間を費やして取り組むべきものである。

しかし、近年の景気低迷により、経営者は資金繰りや利益確保など緊急性の高い課題

を優先して取り組む傾向にあり、後継者の育成など事業承継対策が進んでないのが現

状である。事業承継は「経営」と「財産」を引き継ぐ必要があり、長い時間と膨大な

手間がかかるものである。事業者は時間をかけて、計画的に承継をしていく必要があ

る。  

調布市事業承継プロジェクトは、調布市と多摩信用金庫が調布市内事業者の事業承

継問題に対する危機感を共有し、取り組みを強化することが必要であるとの想いから

立ち上がった。事業承継問題に積極的に関わり支援していくことで事業者の成長・発

展や従業員などの雇用維持を図り、引いては地域の活性化に繋げる必要がある。上記

にも記載したとおり、これから事業承継をしなければならない事業者数がピークを迎

えるこの時期に早くから準備をしなければならないという「気づき」と実際に準備す

るための「支援」を本プロジェクトは行っていく。  

 

３．調布市事業承継研究会 

 

調布市事業承継研究会は、調布市が平成 24 年 2 月 20 日に締結した多摩信用金庫と

の包括協定に基づき、事業承継における市内事業者の現状や実態を把握するため、「事

業承継実態調査（アンケート）」を実施し、調査・検討、分析、報告をする機関である。

調布市事業承継研究会の役割は以下のとおりである。 

 

 「事業承継実態調査（アンケート）」からの回答を踏まえた現状把握  

 意見・情報交換を行い、市内の企業経営者の事業承継における認識の向上や

早期の計画に反映させる 

 事業承継に係る取組みを促進するための支援策の検討・実施  

 

調布市事業承継研究会のメンバーは、調布市 2 名、多摩信用金庫 1 名、多摩大学 1

名、中小企業診断士 1 名、信金中央金庫 1 名と事務局職員 3 名の計 9 名で構成されて

いる。 
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調布市事業承継研究会メンバー  

 八田 主税 （調布市生活文化スポーツ部産業振興担当部長）  

 田波 利明 （調布市生活文化スポーツ部産業振興課長）  

 長島 剛  （多摩信用金庫価値創造事業部 部長） 

 松本 祐一 （多摩大学総合研究所 教授・副所長） 

 内藤 博 （事業承継センター株式会社  代表取締役ＣＥＯ／中小企業診断士） 

 守矢 隆 （信金中央金庫審議役／中小企業診断士）   

 

事務局職員  

 御前 憲昭（調布市生活文化スポーツ部産業振興課係長）  

 小林 邦裕（調布市生活文化スポーツ部産業振興課主任）  

 鈴木 智也（多摩信用金庫価値創造事業部  法人支援担当調査役） 

 

外部メンバーの選定理由 

 多摩大学は地域の問題や課題を多様な視点で分析・研究を実施していること。  

 中小企業診断士は主な支援業務が事業承継支援であり、中・長期の経営計画立

案や全国の主な事業承継事例等のノウハウを保有しており、専門的なアドバイ

スが可能であること。 

 信金中央金庫は国内外の経済動向、中小企業の景気動向、地域振興など、経済

や経営に関する幅広い分野で調査研究を行い、調査研究成果を業界内外に提供

していること。 

 

調布市事業承継研究会は、調布市内事業者の事業承継問題を解決していくために、

上記の役割を実践して事業承継の支援に取り組むものとする。 
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Ⅱ．調布市の産業の現状 

 

 

１．調布市の人口 

 

調布市の人口は、図表１のとおり、平成 25（2013）年 1 月 1 日現在で 223、163 人。

平成 24（2012）年 3 月の将来人口推計では、今後も増加し続けますが、徐々に増加幅

は縮小し、平成 38（2026）年の約 23 万人をピークに、減少に転じることが見込まれ

ている。 

年齢階層別にみると、年少人口（0～14 歳）は、横ばいから微減で推移するものと

見込まれ、市内の全人口に対する比率は、平成 23（2011）年の 12.6％から平成 34（2022）

年には 10.1％まで低下すると見込まれている。 

また、図表２のとおり、生産年齢人口（ 15～64 歳）は、減少傾向にありますが、

平成 29（2017）年から若干増加し、15 万人前後で推移し、市内の全人口に対する比率

は、65.5％前後となると見込まれている。  

老年人口（65 歳以上）は、今後も増加傾向が続き、市内の全人口に対する比率は、

平成 25（2013）年には 20％を超え、平成 34（2022）年には、24.5%まで増加すると見

込まれます。また、老年人口のうち 75 歳以上の人口が、平成 27（2015）年には 65 歳

～74 歳人口を上回り、超高齢社会が進行すると見込まれている。  

 

図表１：人口の推移 

出典：調布市の将来人口推計（平成 24 年 3 月） 
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図表２：年齢３区分別人口の推移  

 

注）平成 23（ 2011）年 10 月 1 日現在を基準年として推計。グラフ上の数値は総数、（  ）内はそ

れぞれ上から、年少人口比率、生産年齢比率、老年比率を表す。  

出典：調布市の将来人口推計（平成 24 年 3 月） 

 

 

２．調布市の産業分類別事業所数・従業員数  

 

平成 21 年の経済センサスによれば、調布市の事業所数は、 7、181 事業所。最も多

い業種は卸売業・小売業であり、次いで、宿泊業・飲食サービス業、建設業の順とな

っている（図表３）。 

また、市内事業所の従業員数 81、703 人。最も従業員数が多い業種は、卸売業・小

売業であり、次いで宿泊業・飲食サービス業、医療・福祉の順となっています。従業

員数別の事業所規模を見ると、1～4 人の事業所が 50％以上を占め、10 人以下の事業

所数が全体の約 75％を占めている（図表４）。 

調布市では、市内事業所の経営実態の現状を把握し、今後の産業施策に活用するた

め、平成２２年に「調布市 事業所経営実態調査」を実施した（図表５、６）。  

8 つの調査項目、31 問のアンケートを設け、課題である事業承継に関する調査を設

定しました。その調査結果において、市内中小企業経営者の 50％以上が 60 歳以上で

あり、「後継者がいない」「後継者について考えていない」「廃業・売却する予定で、後

継者は不要」と回答した事業所も半数以上を占めていたことから、事業承継・後継者

の支援対策が喫緊の課題であると再確認した。  
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図表３：産業分類別 事業所数 

 

調布市内 多摩地区 東京都 全国

事業所数 事業所数 事業所数 事業所数

7,181 138,017 694,212 6,043,300

農林漁業 14（0.2％） 245（0.2％） 498（0.1％） 33,911（0.6％）

鉱業，採石業，砂利採取業 3（0.0％） 19（0.0％） 77（0.0％） 2,921（0.0％）

建設業 665（9.3％） 13,840（10.0％） 47,235（6.8％） 583,616（9.7％）

製造業 348（4.8％） 8,499（6.2％） 59,852（8.6％） 536,773（8.9％）

電気・ガス・熱供給・水道業 4（0.1％） 140（0.1％） 555（0.1％） 8,897（0.1％）

情報通信業 176（2.5％） 2,630（1.9％） 25,691（3.7％） 77,996（1.3％）

運輸業，郵便業 132（1.8％） 2,497（1.8％） 19,529（2.8％） 148,559（2.5％）

卸売業，小売業 1,745（24.3％） 32,960（23.9％） 168,237（24.2％） 1,555,486（25.7％）

金融業，保険業 74（1.0％） 1,895（1.4％） 11,295（1.6％） 91,982（1.5％）

不動産業，物品賃貸業 647（9.0％） 12,183（8.8％） 61,712（8.9％） 408,691（6.8％）

学術研究，専門・技術サービス業 344（4.8％） 6,419（4.7%） 46,427（6.7％） 244,174（4.0％）

宿泊業，飲食サービス業 1,028（14.3％） 18,631（13.5％） 97,664（14.1％） 781,265（12.9％）

生活関連サービス業，娯楽業 643（9.0％） 12,105（8.8％） 49,781（7.2％） 514,589（8.5％）

教育，学習支援業 356（5.0％） 6,504（4.7％） 20,192（2.9％） 225,434（3.7％）

医療，福祉 607（8.5％） 11,178（8.1％） 41,357（6.0％） 374,737（6.2％）

複合サービス事業 28（0.4％） 559（0.4％） 1,994（0.3％） 38,617（0.6％）

サービス業（他に分類されないもの） 348（4.8％） 7,062（5.1％） 40,016（5.8％） 375,082（6.2％）

公務 19（0.3％） 651（0.5％） 2,100（0.3％） 40,570（0.7％）

総数

 

出典：経済センサス基礎調査（平成 21 年） 

 

 

図表４：市内事業所における従業員数の割合  

 

調布市 多摩地区 東京都 全国

事業所数 事業所数 事業所数 事業所数

7,181 138,017 694,212 6,043,300

1～4人 3,908（54.4％） 77,187（55.9％） 381,505（55.0％） 3,550,350（58.7％）

5～9人 1,567（21.8％） 28,312（20.5％） 144,039（20.7％） 1,177,812（19.5％）

10～19人 843（11.7％） 15,948（11.6％） 83,317（12.0％） 689,304（11.4％）

20～29人 351（4.9％） 6,495（4.7％） 31,317（4.5％） 245,868（4.1％）

30人以上 494（6.9％） 9,786（7.1％） 52,019（7.5％） 362,939（6.0％）

派遣従業員のみ 18（0.3％） 289（0.2％） 2,015（0.3％） 17,027（0.3％）

従業員数

 

出典：経済センサス基礎調査（平成 21 年） 
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図表５：後継者の有無（単位：％）  

出典：調布市事業所経営実態調査報告書（平成 22 年） 

 

 

 

図表６：（後継者がいない事業所について）事業承継（単位：％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調布市事業所経営実態調査報告書（平成 22 年） 
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Ⅲ．調査の概要 

 

 

１．調査の目的 

 

「調布市事業承継実態調査」は、調布市内の事業所における事業承継（後継ぎ問題）

の実態を把握することで、課題と可能性を抽出し、今後の政策立案に資する目的で行

う。 

 

 

２．調査内容 

対象事業所の概要、経営者のプロフィール、事業承継の実態、事業承継に対する意

識等全３４の調査項目 

 

 

３．調査の実施概要 

 

１）定量（アンケート）調査 

 

調布市の事業承継の課題や傾向をつかむために、定量調査を行った。  

 

調査対象 

調布市の上場企業や支社・支店を除く全中小事業所  3、663 事業所 

 

調査方法 

郵送による質問紙調査 

 

調査期間 

平成 24 年 7 月～9 月 

 

有効回答数 

847 事業所（23.1％） 
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２）定性（ヒアリング）調査 

 

事業承継の今後のあり方、支援のあり方を検討するために、事業承継のモデルとな

るような事例を調査した。調布市内の事業所の実態を踏まえ、小売、卸売、医療・福

祉の小規模事業所を中心に対象を探し、以下の３つの事業所にヒアリングを行った。  

 

調査対象 （P46 以降参照） 

 

Ａ屋 

和菓子・茶席菓子製造販売。100 年以上前に都内で創業。戦後、行商スタイルなど

で商売をつづけ、調布で現在の店舗を構えた。現経営者は承継予定者に大半の主導権

を渡している。昔ながらの茶菓子から創作菓子まで、幅広い菓子を製造、販売してい

る。 

 

Ｂクリニック 

医療専門のクリニック。テレビ番組でも紹介され、芸能人の手術なども多数行う。

高度な技術が求められる治療であったため事業承継をあきらめていたところ、外部か

ら承継したいという医師があらわれ、クリニックをそのまま承継することとなった。  

 

Ｃ社 

昭和４０年代創業の食材卸売問屋。学校給食などを中心に事業展開している。代表

はすでに７０代になっており、後継者はおらず、事業承継については未定の状況。  
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Ⅳ．調査結果と考察 

 

 

１．結果の概要 

 

ここでは、アンケート調査の基本的な集計結果についてまとめる。集計は全体集計

（847 事業所）である「ＴＯＴＡＬ」と、問 16 の「今後の事業承継に関する考え方」

の質問でのクロス集計を行った。この事業承継の考え方による分類は、血縁者への承

継、社員等への承継、第 3 者への承継など、何らかの形で事業承継を考えている事業

所を「事業承継を予定する」層（270 事業所）とし、「廃業しようと考えている」を選

んだ事業所を「廃業を予定する」層（151 事業所）、「明確に決まっていない」と回答

した事業所や複数の選択肢を選んだ事業所を「明確に決まっていない」層（ 248 事業

所）として、比較をする。この 3 層での比較を通じて、事業承継に関する課題や可能

性について分析していく。なお、この 3 層について、便宜上、「承継予定層」、「廃業予

定層」「未定層」と呼ぶことにする。また、各集計表のボックスは上段が％で、下段が

実数を表している。 

 

図表７：今後の事業承継に関する考え方  
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１）事業所のプロフィール 

 

①  業種 

回答した事業所の業種の内訳は、上位 3 業種は、医療・福祉 20.0％、卸売・小売業

18.8％、建設業 12.6％となった。医療・福祉が他業種と比べ、多い印象だが、平成 21

年の経済センサス調査をみても、調布市の医療・福祉分野は、全国、東京都、多摩地

域の結果と比べても、相対的に高い割合となっており、サンプルが偏っているという

ほどではないといえる。 

層別に比較しても、上位３つについては同じ傾向であるが、承継予定層では、上位

3 位以降、製造業や不動産・物品賃貸業が多く、廃業予定層では、卸売・小売業の比

率が他の層と比べると高くて、4 位に宿泊業・飲食サービス業が入っている。また、

未定層では、医療・福祉が他より高く、4 位に他に分類されないサービス業が入って

きている。 

 

図表８：主たる業種 

計

1 2 3 4 5 6 7 8

37 45 55 41 21

5.3 6.5 4.8 2.5

847 107 56 5 17 159

生活関
連サー
ビス、娯
楽業

教育・学
習支援
業

TOTAL
100.0 12.6 6.6 0.6 2.0 18.8 4.4

9 10

建設業 製造業
情報通
信業

運輸業・
郵便業

卸売業・
小売業

不動産
業・物品
賃貸業

宿泊業・
飲食
サービ
ス業

学術研
究、専
門・技術
サービ
ス

11 12 13

3.6 4.8 5.2 3.2

248 31 16 2 5 52

12 1

明確に決まっていない
100.0 12.5 6.5 0.8 2.0 21.0 3.6

0.7

151 17 12 0 2 40 3 16 13

1.3 26.5 2.0 10.6 8.6 7.9

25 14 19 9 5

廃業を予定
100.0 11.3 7.9 0.0

5.2 7.0 3.3 1.9

270 52 25 1 7 52
事業承継を予定

100.0 19.3 9.3

25.0 10.9 0.0 0.8

62 27 0

1.3 1.3

23 8 2 2

0.7

40 18 1 2

14.8 6.7 0.4

15.2 5.3

169 60 8 67

医療・福
祉

他に分
類されな
いサー
ビス業

その他 無回答

20.0 7.1 0.9 7.9

29 9 12 13 8

問
1
6
承
継
の
現
状

0.4 2.6 19.3 9.3

 

       

②従業員数 

全体では、3 名以下が約 3 割で、約 6 割が 10 名以下までの事業所で占められている。

層別にみると、承継予定層の一番多い回答は 6～10 名で、10 名以下の事業所で 62.2％

となる。廃業予定層では、3 名以下で 65.6％を占めている。未定層のボリュームゾー

ンは 3 名以下と 6～10 名で、10 名以下の事業所で 7 割を超える 
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図表９：全従業員数 

4.3 3.5 1.4 1.5 2.2 1.9
TOTAL

100.0 29.4 11.7 17.5 7.1

847 249 99 148

～２０名 ～３０名 ～４０名 ～５０名
～１００
名

１００名
超

計
～３名 ～５名 ～１０名 ～１５名

1660 36 30 12 13 19

10 8 11 13 8

廃業を予定
100.0 65.6 12.6 9.9

3.0 4.1 4.8 3.0

270 57 43 68 26 18

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 21.1 15.9 25.2 9.6 6.7 3.7

1.2 0.8 1.6 1.2

248 88 32 59 26 12

0 0

明確に決まっていない
100.0 35.5 12.9 23.8 10.5 4.8 5.6

0.0

151 99 19 15 4 2 3 0 0

2.6 1.3 2.0 0.0 0.0 0.0

19.5

165

14 3 2 4 3

無回答

9

2.0

5

3.0

8

6.0

 

 

③社歴 

社歴としては、約 6 割の事業所が 10 年以上 50 年未満という範囲内に収まっている

が、40 年以上 50 年未満という事業所が 16.4％で一番多い。層別の特徴だと、承継予

定層は 30 年以上の事業所の割合が相対的に高く、廃業予定層は 30 年以上 40 年未満が

多くて、未定層は 10 年以上 20 年未満が多い。 

 

図表 10：創業年数 

6 7 8

５年未満
５年以上
１０年未
満

１０年以
上２０年
未満

２０年以
上３０年
未満

３０年以
上４０年
未満

４０年以
上５０年
未満

計

1 2 3 4 5

139 87 4 158

16.4 10.3 0.5 18.7

847 36 61 133 104 125

５０年以
上１００年
未満

１００年以
上

無回答

TOTAL
100.0 4.3 7.2 15.7 12.3 14.8

24.1 15.2 0.7 1.5

270 6 22 46 32 52

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 2.2 8.1 17.0 11.9 19.3

15.3 12.9 11.7 10.9 0.8 1.2

38 37 15 0 4

明確に決まっていない
100.0 9.7 12.9 24.6

25.2 24.5 9.9 0.0 2.6

151 5 7 16 29

65 41 2 4

廃業を予定
100.0 3.3 4.6 10.6 19.2

29 27 2 3248 24 32 61 38 32  

 

④株式・資産の保有 

代表者の株式保有の割合は、「該当なし（株式保有なし）」が 35.2％、「2/3 以上」

が 20.3％となっている。層別でも全体の傾向と変わらないが、廃業予定層と未定層は

該当しないという事業所の割合が高まる。承継予定層は「 2/3 以上」の割合が他の層

と比べると高い。 
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図表 11：代表者の株式保有割合  

35.2 26.6

847 47 35 70 172 298 225
TOTAL

100.0 5.5 4.1 8.3 20.3

1/3未満
1/3以上
～1/2未
満

1/2以上
～2/3未
満

2/3以上
該当なし
（株主保
有なし）

無回答
計

1 2 3 4 5

7 8 5 25 79 27

26

廃業を予定
100.0 4.6 5.3 3.3 16.6 52.3 17.9

151

270 25 15 38 82 84

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 9.3 5.6 14.1 30.4 31.1 9.6

48.8 6.9

248 12 10 25 63 121 17
明確に決まっていない

100.0 4.8 4.0 10.1 25.4

 

 

一方、工場、店舗、事務所とその敷地等の自社用不動産の名義については、 33.3％

が「自社用不動産は持っていない、または借りている」としていて、 25.3％が「経営

者」名義になっていると回答している。層別でみて特徴的なのは、廃業予定層では、

経営者名義の割合が 39.1％と他と比べると高い結果になっていることと、未定層では

「持っていないまたは借りている」という事業所が 52.0％となっていることである。 

 

図表 12：主要な自社用不動産の名義  

33.3 19.6

847 214 55 82 48 282 166
TOTAL

100.0 25.3 6.5 9.7 5.7

経営者 家族 会社 その他

自社用不
動産は

持っていな

い、または
借りている

無回答
計

1 2 3 4 5

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 33.7 8.5 15.9 4.1 35.2 2.6

52.0 0.8

248 58 18 25 16 129 2
明確に決まっていない

100.0 23.4 7.3 10.1 6.5

59 12 7 16 52 5

7

廃業を予定
100.0 39.1 7.9 4.6 10.6 34.4 3.3

151

270 91 23 43 11 95
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⑤経営状況 

直近の年間売上高は、３千万円未満が 34.5％、３千万円以上３億円未満が 35.5％、

ここまでで約７割を占める。承継予定層で一番多いカテゴリーは１億円以上３億円未

満で 25.9％、廃業予定層は３千万円未満で 73.5％に達する。未定層は３千万円未満が

41.9％、１億円以上３億円未満が 18.1％となっている。 

また、直近３年間の売上傾向については、全体で「減少傾向」が 41.3％で最も多く、

「横ばい」が約３割、「増加傾向」は１割に満たない。特に廃業予定層は、８割超が「減

少傾向」と回答している。  

次の直近３年間の採算傾向について、全体では「収支均衡」が 31.3％、「赤字基調」

が 30.2％、「黒字基調」は 17.8％となっている。ここでも、廃業予定層は 57.6％が「赤

字基調」と回答していて、承継予定層は、逆に「黒字基調」が 25.9％で相対的に高く、

未定層は「収支均衡」が最も多い。  

 

図表 13：直近の年間売上高 

181

6.8 1.8 21.4

847 292 84 93 124 58 15
TOTAL

100.0 34.5 9.9 11.0 14.6

6

３千万円
未満

３千万円
以上５千
万円未満

５千万円
以上１億
円未満

１億円以
上３億円
未満

３億円以
上10億円
未満

10億円以
上

無回答
計

1 2 3 4 5

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 27.4 11.1 17.0 25.9 12.6 2.6

8

明確に決まっていない
100.0 41.9 15.7 12.1 18.1 8.1 1.6 2.4

0.0 0.0 5.3

151 111 12 11 9 0 0
廃業を予定

100.0 73.5 7.9 7.3 6.0

3.3

270 74 30 46 70 34 7 9

4 6248 104 39 30 45 20  

 

図表 14：直近３年間の売上傾向  

350 170

無回答

TOTAL
100.0 9.3 29.3 41.3 20.1

847 79 248

計

1 2 3

増加傾
向

横ばい
減少傾
向

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 12.6 44.8 40.4 2.2

270 34

248 35 102 107 4

3 17 125 6

明確に決まっていない
100.0 14.1 41.1 43.1 1.6

121 109 6

廃業を予定
100.0 2.0 11.3 82.8 4.0

151
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図表 15：直近３年間の採算傾向  

黒字基
調

収支均
衡

赤字基
調

無回答

TOTAL
100.0 17.8 31.3 30.2 20.7

計

1 2 3

847 151 265 256 175

57.6 4.0

151 11 47 87 6

3.0

270 70 111 81 8

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 25.9 41.1 30.0

廃業を予定
100.0 7.3 31.1

6
明確に決まっていない

100.0 22.2 41.5 33.9 2.4

248 55 103 84  

 

 

２）現在の経営者について 

 

①現在の年齢と創業時・承継時の年齢  

全体では、６０代が一番多く、５０代、７０代という順番となる。層別にみると、

承継予定層と廃業予定層は６０代、７０代、５０代の順番で、未定層のみ、５０代、

４０代、６０代という順番で、未定層には若い経営者が相対的に多いことがわかる。  

 

図表 16：現在の経営者の年齢 

8.5 2.4

248 24 69 78 50 21 6
明確に決まっていない

100.0 9.7 27.8 31.5 20.2

2 8 29 62 41 9

8

廃業を予定
100.0 1.3 5.3 19.2 41.1 27.2 6.0

151

270 6 38 50 97 71

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 2.2 14.1 18.5 35.9 26.3 3.0

16.2 22.4

847 33 118 160 209 137 190
TOTAL

100.0 3.9 13.9 18.9 24.7

４０代未
満

４０代 ５０代 ６０代
７０代以
上

無回答計

 

 

また、現経営者たちが、創業時、または事業所を引き継いだ時の年齢はどうだった

か。承継予定層で３０代、４０代、２０代以下と５０代が同率で並び、廃業予定層で

は３０代、２０代、４０代の順番で、未定層は３０代、４０代、２０代以下となって

いる。 
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図表 17：創業時・企業を引き継がれたときの年齢  

2.8 16.9

248 29 80 76 14 7 42
明確に決まっていない

100.0 11.7 32.3 30.6 5.6

29 50 28 10 6 28

40

廃業を予定
100.0 19.2 33.1 18.5 6.6 4.0 18.5

151

270 35 77 74 35 9

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 13.0 28.5 27.4 13.0 3.3 14.8

2.7 33.1

847 93 210 179 62 23 280
TOTAL

100.0 11.0 24.8 21.1 7.3

～２０代 ３０代 ４０代 ５０代
６０代以
上

無回答計

 

 

 

②事業承継の経験 

 

現経営者自身は、創業者なのか、事業承継を経験しているのだろうか。  

全体の結果は、創業者が 48.3％、２代目以降、つまり、事業承継を経験したことが

あると回答しているのは 28.6％となった。創業者の割合が一番高いのは、廃業予定層

で、68.9％を占める。２代目が多いのは承継層で 29.3％、３代目以降の比率も１割を

超えている。 

 

図表 18：自身は何代目か 

0.4 3.2

248 156 67 14 2 1 8
明確に決まっていない

100.0 62.9 27.0 5.6 0.8

104 30 6 1 0 10

13

廃業を予定
100.0 68.9 19.9 4.0 0.7 0.0 6.6

151

270 145 79 25 5 3

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 53.7 29.3 9.3 1.9 1.1 4.8

0.5 23.0

847 409 185 46 8 4 195
TOTAL

100.0 48.3 21.8 5.4 0.9

創業者 ２代目 ３代目 ４代目
５代目以
降

無回答
計

1 2 3 4 5
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次に、事業承継を経験した 248 人に、事業承継がいつどのように行われたかを聴取

した。全体でも、層別にみても、先代経営者から生前に承継が行われたと回答したの

は６割以上となった。裏を返せば、３割が生前承継を受けていなかったということで

もある。また、その先代経営者から後継者として指名された時期については、承継予

定層が３０代、廃業予定層が２０代以下、未定層は３０代が最も高い割合である。  

さらに、その後継者指名の時期が適切だったかの評価については、全体で「ちょう

どよい時期だった」と評価したのが 43.1％で、「わからない」としているのは 28.6％

という結果となった。層別にみると、事業承継層と未定層が「ちょうどよい」と回答

した割合がそれぞれ 50.4％、42.9％であったのに対し、廃業層では 28.2％しかなく、

「わからない」という回答が 43.6％にのぼった。 

 

図表 19：生前に事業承継が行われたか  

明確に決まっていない
100.0 64.3 33.3 2.4

84 54 28 2

廃業を予定
100.0 69.2 28.2 2.6

39 27 11 1

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 66.1 31.3 2.6

115 76 36 3

TOTAL
100.0 66.1 30.6 3.2

248 164 76 8

計

1 2

はい いいえ 無回答

 

 

図表 20：先代から後継指名された時期  

28.6

84 16 24 15 4 1 24
明確に決まっていない

100.0 19.0 28.6 17.9 4.8

16 6 3 1 1 12

24

廃業を予定
100.0 41.0 15.4 7.7 2.6 2.6 30.8

39

115 26 29 18 16 2

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 22.6 25.2 15.7 13.9 1.7 20.9

1.2

2.0 26.2

248 61 59 36 22 5 65
TOTAL

100.0 24.6 23.8 14.5 8.9

～２０代 ３０代 ４０代 ５０代
６０代以
上

無回答計
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図表 21：後継者指名のタイミングについて  

13.1

84 36 8 7 22 11
明確に決まっていない

100.0 42.9 9.5 8.3 26.2

12.8 43.6 10.3

39 11 2 5 17 4

27.0 13.0

115 58 7 4 31 15

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 50.4 6.1 3.5

廃業を予定
100.0 28.2 5.1

20 16 71 34

無回答

TOTAL
100.0 43.1 8.1 6.5 28.6 13.7

248 107

計

1 2 3 4

ちょうど
よい時
期だった

もっと早
い方が
よかった

もっと遅
い方が
よかった

わから
ない

 

 

次に先代経営者との関係については、事業承継した現在の経営者の 72.6％が先代経

営者の子どもという結果となった。子ども以外の親族も含めると８割を超える。一方

で、親族以外の従業員等、血縁の人の承継は約１割となった。  

層別にみると、廃業予定層は、子どもが８割以上で、血縁者以外の承継は、２事業

所しかない。承継予定層は、血縁者による承継が約８割だが、血縁者以外の承継も

13.1％という結果となった。未定層は、同じく血縁者約８割で、血縁者以外の承継は

約１割であった。 

 

図表 22：先代からみての関係 

2.4

84 62 8 6 3 3 2
明確に決まっていない

100.0 73.8 9.5 7.1 3.6

32 0 2 0 3 2

2

廃業を予定
100.0 82.1 0.0 5.1 0.0 7.7 5.1

39

115 80 15 11 4 3

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 69.6 13.0 9.6 3.5 2.6 1.7

3.6

4.0 3.2

248 180 23 20 7 10 8
TOTAL

100.0 72.6 9.3 8.1 2.8

子ども
子ども以
外の親
族

従業員
（親族以
外）

社外の
人（親族
以外）

その他 無回答
計

1 2 3 4 5

 



 

 

- 21 - 

 

 

また、承継の経緯をみると、「内部昇格」が 62.1％で、それ以外の経緯はあまり多

くない。「その他」の割合が多いが、その内訳をみると、先代の死亡や相続といった回

答が多かった。 

 

図表 23：承継の経緯 

4.8

84 54 6 2 18 4
明確に決まっていない

100.0 64.3 7.1 2.4 21.4

2.6 30.8 20.5

39 18 0 1 12 8

20.9 7.0

115 78 4 1 24 8

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 67.8 3.5 0.9

廃業を予定
100.0 46.2 0.0

10 4 55 25

無回答

TOTAL
100.0 62.1 4.0 1.6 22.2 10.1

248 154

計

1 2 3 4

内部昇
格

外部か
らの招
へい

買収 その他

 

 

次に自身が事業を承継した時の先代経営者の年齢をみてみる。全体では、 40.7％が

７０代以上という結果で、そのあとに６０代、５０代と続く。  

層別にみると、承継予定層は７０代、廃業予定層は６０代、未定層は７０代、それ

ぞれが４割以上で最も多い回答となっている。  

 

図表 24：自分が代表者になった時の先代経営者の年齢  

40.7 6.9

248 10 10 27 83 101 17
TOTAL

100.0 4.0 4.0 10.9 33.5

４０代未
満

４０代 ５０代 ６０代
７０代以
上

無回答計

42.9

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 5.2 4.3 12.2 31.3 42.6 4.3

5

廃業を予定
100.0 7.7 2.6 5.1 41.0 33.3 10.3

39

115 6 5 14 36 49

6.0

84 1 4 9 29 36 5
明確に決まっていない

100.0 1.2 4.8 10.7 34.5

3 1 2 16 13 4
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承継の時期、代表を交代したタイミングは、今の経営者にとって、どうだったのだ

ろうか。これは、後継者指名のタイミングについての評価と同様の傾向で、「ちょうど

よい時期だった」が 46.4％で、「わからない」が 30.2％で、層別では、廃業予定層が

「わからない」という回答が一番多い結果となった。  

 

図表 25：代表交代のタイミングについて  

無回答

TOTAL
100.0 46.4 9.3 7.3 30.2 6.9

248 115

計

1 2 3 4

ちょうど
よい時
期だった

もっと早
い方が
よかった

もっと遅
い方が
よかった

わから
ない

23 18 75 17

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 47.8 9.6 6.1

廃業を予定
100.0 33.3 12.8

明確に決まっていない
100.0 52.4 7.1 8.3 28.6

10.3 35.9 7.7

39 13 5 4 14 3

30.4 6.1

115 55 11 7 35 7

3.6

84 44 6 7 24 3  

 

今の経営者が、事業承継時に感じた苦労については、以下のとおりである。  

全体の結果では、最も多かったのは「経営運営」で、２番目が「特になかった」で

ある。３層別にみても、この２項目はすべての層で上位２つに入っている。  

３番目以降は、全体の結果で「金融機関からの借入」「取引先との関係維持」「相続

税・贈与税の負担」という順番であった。層別にみると、特徴的なのは、廃業予定層

で、３位以降に「経営理念の継承」「自社事業に関する専門知識」「自社事業に関する

実務経験」「一般従業員の指示や理解」といったどちらかといえば、自身の技術や知識

の問題、社内調整についての苦労が挙げられている。  
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図表 26：事業継承時の苦労 

6 7 8 9 10

経営運営
経営理念
の継承

自社事業
に関する
専門知識

自社事業
に関する
実務経験

株式の買
収

計

1 2 3 4 5

事業用不
動産の買

収

相続税・
贈与税の
負担

親族間の
相続問題

金融機関
から借入

一般従業
員の支持
や理解

TOTAL
100.0 35.1 9.7 8.5 10.1

248 87 24 21 23 16 3 30 18

9.3 6.5 1.2 12.1 7.3 18.5

46 25

8.7

115 39 10 9 9 11 1 19 8

7.8 9.6 0.9 16.5 7.0 19.1
事業承継を予定

100.0 33.9 8.7 7.8

4

明確に決まっていない
100.0 31.0 10.7 7.1

5.1 5.1 23.1 10.3

39 18 5 4 4 2

22 10

廃業を予定
100.0 46.2 12.8 10.3 10.3 5.1 2.6

10

計

11 12 13 14 15

役員や経
営幹部の
指示や理

解

取引先と
の関係維

持

11.9

84 26 9 6 9 3 1 7 6

10.7 3.6 1.2 8.3 7.1 17.9

248 7 39 22 80 10

金融機関
との関係
の維持

特にな
かった

その他

TOTAL
100.0 2.8 15.7 8.9 32.3 4.0

15

問
1
6
承
継
の
現
状

1 2 2 9

30.4 4.3

115 3 18 13 35 5

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 2.6 15.7 11.3

廃業を予定
100.0 0.0 5.1

17 5 34 3
明確に決まっていない

100.0 4.8 20.2 6.0 40.5

5.1 28.2 5.1

39 0 2 2 11 2

3.6

84 4  
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３）今後の事業承継について 

 

①事業承継への認識 

 

ここでは、今の経営者が、今後の事業承継について、どのように考えているかをま

とめる。クロス集計の軸になっているように、今後の事業承継についての基本的な考

え方は、承継予定、廃業予定、未定という３つに大きく分けられる。  

事業承継予定層は 30.7％で、22.2％が家族・親族への承継、6.8％が役員・従業員・

他人への承継、1.7％が第３者への承継（Ｍ＆Ａ等）を検討している。承継予定層の７

割が血縁者に対する承継を考えていることになる。  

一方、廃業予定層は 17.8％、未定層は 28.2％という割合となる。 

 

図表 27：今後の事業継承に関する考え方  

6

家族・親
族への承

継

役員・従
業員・他
人への承

継

第３者へ
の承継
（Ｍ＆Ａ
等）

廃業しよ
うと考え
ている

明確に決
まってい
ない

その他 無回答
計

1 2 3 4 5

178

28.2 2.2 21.0

847 188 58 14 151 239 19
TOTAL

100.0 22.2 6.8 1.7 17.8

0 0 0 151 0 0
廃業を予定

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

0.0

270 188 58

9 0248 0 0 0 0 239

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 69.6 21.5 5.2 0.0 0.0 3.7

0

明確に決まっていない

14 0 0 10 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 96.4 3.6 0.0

0.0 0.0 0.0

151

 

 

次に、廃業予定層を除いた事業所に対して、事業承継の時期を聴取している。  

全体の結果をみると、61.0％が「まだ明確な時期は考えていない」と回答、その次

に多いのは「今後５～１０年後くらい」が 14.5％とまだまだ現実的なものとしてとら

えていないことがわかる。  

ただ、層別にみると、承継予定層では、時期が未定なのは 38.9％に減り、「今後５

～１０年後くらい」が 21.5％、その次に「今後１～２年後くらい」が 16.3％、「今後

３～４年後くらい」が 15.9％と時期が分かれていく。未定層は、やはり「まだ明確な

時期は考えていない」が 85.1％に達する。 
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図表 28：事業承継の時期（廃業を予定している事業所を除く）  

TOTAL
100.0 8.5 9.3 14.5

計

1 2 3 4 5

今後１～
２年後くら

い

61.0 4.1 2.7

518 44 48 75 316 21 14

今後３～
４年後くら

い

今後５～
１０年後く
らい

まだ明確
な時期は
考えてい
ない

その他 無回答

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 16.3 15.9 21.5 38.9 5.9 1.5

- - - - - -

4

廃業を予定
- - - - - - -

-

270 44 43 58 105 16

2.0 4.0

248 0 5 17 211 5 10
明確に決まっていない

100.0 0.0 2.0 6.9 85.1

 

 

次に、Ｍ＆Ａ（企業の合併や買収）など事業売却への抵抗感があるかを全事業所に

聴取しているが、全体では、「抵抗がある」と回答したのは 28.6％、「抵抗がない」が

41.2％と、「ない」のほうが多いという結果となった。３層を比較すると、一番抵抗が

ないと回答しているのが、廃業予定層で、一番抵抗があると回答しているのが承継予

定層だった。 

 

図表 29：Ｍ＆Ａ（企業の合併や買収）など事業売却への抵抗感の有無  

計

1 2

ある ない 無回答

TOTAL
100.0 28.6 41.2 30.3

826 236 340 250

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 43.7 45.9 10.4

270 118 124 28

廃業を予定
100.0 19.9 57.6 22.5

151 30 87 34

明確に決まっていない
100.0 35.5 52.0 12.5

248 88 129 31  
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②後継者の現状 

 

ここでは、承継予定層と未定層という今後、承継をする可能性がある事業所に絞っ

て、後継者についての現状をまとめていく。  

まず、現時点で後継者がいるかどうかについて、「決まっている」と「予定者がい

る」を合計すると 42.3％で、「決まっていない」が 56.4％という結果である。これを

層別にみると、承継予定層では、「決まっている」が 42.2％で、「予定者がいる」が 32.6％

で、約 75％が後継者・候補者がいるという結果となった。一方、未定層は９割がまだ

「決まっていない」という回答をしている。  

 

図表 30：後継者の有無（廃業を予定している事業所を除く）  

計

1 2 3

決まって
いる

予定者
がいる

決まって
いない

無回答

7
TOTAL

100.0 22.6 19.7 56.4 1.4

518 117 102 292

88 68 0

廃業を予定
- - - - -

-

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 42.2 32.6 25.2 0.0

270 114

248 3 14 224 7

- - - -

明確に決まっていない
100.0 1.2 5.6 90.3 2.8

 

 

次に「決まっている」「予定者がいる」という層に絞って、その後継者・候補者と

事業承継について、どのようなコミュニケーションをとっているかを聞いている。  

全体の結果としては、「後継（予定）者として内外の関係者も知っている」が 19.6％、

「後継（予定）者は次期経営者になることを了承している」が 35.6％と、219 の事業

所のうち、55.2％が後継者や周囲との合意がとれているという事業所だといえる。ま

た、「後継（予定）者と話をしているところ」が 17.8％、「決まっているが後継（予定）

者には話していない」が 22.4％と、現経営者のなかでは、後継者が誰かはイメージで

きていても、まだ明確に決まっていないというのが約４割という結果である。  
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図表 31：後継者とのコミュニケーション  

計

1 2 3 4

4.6

219 49 39 78 43 10
TOTAL

100.0 22.4 17.8 35.6 19.6

決まってい

るが後継
（予定）者
には話して

いない

後継（予
定）者と話

をしている
ところ

後継（予
定）者は次
期経営者

になること
を了承して
いる

後継（予

定）者とし
て内外の
関係者も

知っている

無回答

42 9

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 21.8 15.8 37.1

廃業を予定
- - -

明確に決まっていない
100.0 29.4 41.2 17.6 5.9

- - -

- - - - - -

20.8 4.5

202 44 32 75

5.9

17 5 7 3 1 1  

 

それでは、後継者・候補者は、現経営者とどのような関係の人物なのか。  

全体では、やはり、「子ども」が多く 73.1％、その次に「従業員（親族以外）」が

11.9％、「子どもの配偶者」と続く。現経営者のときよりも、血縁以外の従業員への承

継が高くなっている。この傾向は承継予定層および未定層でも同様である。  

 

図表 32：後継者（予定者）と現経営者との関係 

6 7 8

子ども
子どもの
配偶者

配偶者 甥・姪
その他
の親族

従業員
（親族以
外）

計

1 2 3 4 5

社外の
人（親族
以外）

その他 無回答

TOTAL
100.0 73.1 4.6 0.5 2.7 3.7

26 1 7 0

11.9 0.5 3.2 0.0

219 160 10 1 6 8

5.9 11.8 11.8 5.9 0.0 0.0

- - - - -

明確に決まっていない
100.0 64.7 0.0 0.0

- - - - -

-

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 73.8 5.0 0.5 2.5 3.0

- -

2 1 0 017 11 0 0 1 2

11.9 0.0 3.5 0.0

202 149 10 1 5 6

- -

24 0 7 0

廃業を予定
- - - - -
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また、その人物を後継者に決定、または決定する理由については、「自分の親族だ

から」という理由が 70.3％でトップ、次に「役員・従業員の理解が得やすいから」、「取

引先からの理解を得やすいから」「事業の成長が期待できるから」と続く。  

一方で、後継者が決まっていない理由は、承継予定層では、「現在、後継者を探し

ている」が 27.9％で一番、そのあとに「時期尚早（承継して間もない、創業したばか

り）」、「後継者にしたい人はいるが、本人がまだ若い」となった。未定層は、「時期尚

早（承継して間もない、創業したばかり）」、「現在、後継者を探している」「後継者に

したい人はいるが、本人がまだ若い」と続く。  

 

図表 33：後継者を決定した（決定する予定）理由  

計

1 2 3 4 5

他に適当
な人材が

いないから

その他

TOTAL
100.0 70.3 22.4 20.1 15.1 8.7

6 7 8 9

自分の親
族だから

役員・従業

員の理解
を得やす

いから

取引先か

らの理解
を得やす

いから

事業の成
長が期待

できるから

金融機関

からの理
解が得や

すいから

現経営者

との相性
が良いか

ら

25 10 18 8

11.4 4.6 8.2 3.7

219 154 49 44 33 19

時流に
のっている

から

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 69.8 23.3 20.3 15.8 8.9

2 2 3 0

23 8 15 8

廃業を予定
- - - - -

11.4 4.0 7.4 4.0

202 141 47 41 32 18

11.8 17.6 0.0

- - - - -

明確に決まっていない
100.0 76.5 11.8 17.6

- - - - -

- - - - -

17 13 2 3 1 1

5.9 5.9 11.8

 

 

図表 34：後継者が決まっていない理由  

計

1 2 3 4 5 6

時期尚早
（承継して

間もない，
創業した
ばかり）

後継者に
したい人は

いるが，本
人が承諾
していない

後継者に
したい人は

いるが，本
人はまだ
若い

後継者の
候補が複

数おり，ま
だ決めか
ねている

現在，後

継者を探し
ている

その他 無回答

9

19.2 21.2 3.1

292 97 14 38 16 56 62
TOTAL

100.0 33.2 4.8 13.0 5.5

-

明確に決まっていない
100.0 36.2 4.9 10.3 4.0 16.5 24.1 4.0

- - -

- - - - - - -
廃業を予定

- -

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 23.5 4.4 22.1 10.3 27.9 11.8

- - -

0.0

68 16 3 15 7 19 8 0

54 9224 81 11 23 9 37  
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次に、廃業予定層が、事業をやめる理由として一番多かった理由は「自分の代限り

でやめようと決めている」で、次に「事業に将来がない」、「適当な後継者がみつから

ない」「後継者候補に継ぐ意思がない」と続く。後継者がいないことよりも、現経営者

に事業継続の意義を見出せないでいることが大きな要因となっているともいえる。  

 

図表 35：事業をやめる理由 

TOTAL
100.0 22.5 25.8 55.0 6.0 39.7

8 9 10

後継者候
補に継ぐ
意思がな
い

適当な後
継者がみ
つからない

自分の代
限りでや
めようと決
めている

事業資金
の調達が
できない

事業に将
来性がな
い

競争相手
が多数い
るため事
業の継続
が見込め
ない

若い従業
員の確保
が難しく，
事業の継
続に見込
みがない

計

1 2 3 4 5 6 7

11.3 7.9 2.0 8.6 7.3

151 34 39 83 9

借入金が
多いから

大企業が
参入してい
るため

その他

60 17 12 3 13 11  

 

③事業承継への取組みに対する意識  

 

次に現経営者は、事業承継への取組みに対して、どのような意識を持っているかを

みてみよう。まず、事業承継を円滑に進めるためにはどのような取り組みが重要かと

いう意識を聴取した。全体の結果をみると、多い順に「後継者と社内で一緒に仕事を

する」「後継者に権限を少しずつ委譲する」「後継者に将来経営者となるためのアドバ

イスを行う」という項目が並び、社内での取組を中心に承継を進めていくことが中心

となっている。 

層別にみると、承継予定層は、「後継者に財務、法務等の経営に必要な知識をつけ

させる」「事業の将来性、魅力を維持・伝承する」といった項目もあげられている。一

方、廃業予定層は、「特にない」が 25.8％であり、事業承継そのものへの関心が低い

ことの表れともいえる。未定層は、社外で修業をさせるが最も多く、外の空気に触れ

ることを重視している。 
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図表 36：事業承継を円滑に進めるための取組  

 

8 9 10

後継者を
社外で修
業させる

後継者と
社内で一
緒に仕事
をする

後継者に
将来経営
者となるた
めのアドバ
イスを行う

後継者を
外部教育
機関など
で学ばせ
る

後継者に
補佐役を
つける

後継者に
権限を少し
ずつ委譲
する

事業の将
来性，魅
力を維持・
伝承する

計

1 2 3 4 5 6 7

25.6 20.0 11.9 12.8 21.7

847 199 258 214 125

他の役
員，従業
員，株主
の協力が
得られや
すいように
する

後継者を
取引先・金
融機関に
積極的に
引き合わ
せる

後継者に
財務，法
務等の経
営に必要
な知識を
つけさせ
る。

TOTAL
100.0 23.5 30.5 25.3 14.8 5.4

46 217 169 101 108 184

87 65

24.4 8.5 51.1 32.2 24.1 26.7

72 106

廃業を予定
100.0 16.6 10.6 9.9 6.6 2.6 7.9

39.3

270 80 152 130 66 23 138

19.8 7.7 27.0 24.2 13.7 12.5

12 22 2 5 11

明確に決まっていない
100.0 37.5 35.9 27.8

14.6 1.3 3.3 7.3

151 25 16 15 10 4

31 67

計

11 12 13 14

事業承継
計画を策
定する

相続税・贈
与税など
に関する
税負担の
軽減を図
る

特にない

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 29.6 56.3 48.1

27.0

248 93 89 69 49 19 67 60 34

104 12

その他

TOTAL
100.0 8.3 11.9 12.3 1.4

847 70 101

58 15 2

廃業を予定
100.0 2.6 7.9 25.8 2.6

151

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 13.0 21.5 5.6 0.7

270 35

248 31 31 50 6

4 12 39 4

明確に決まっていない
100.0 12.5 12.5 20.2 2.4

 

 

次は、これから事業承継を進めるにあたって、問題となりそうなことは何かを聴取

した。 

全体では「後継者を教育すること」「特にない」「取引先との関係を維持すること」

が上位にあげられる。層別にみると、承継予定層では、「後継者を教育すること」「取

引先との関係を維持すること」「特にない」という順で、取引先との関係の維持を重視

している様子がうかがえる。廃業予定層は、「特にない」「後継者を教育すること」「後

継者の候補を確保すること」が続く。未定層は、「後継者を教育すること」「特にない」

「後継者の候補を確保すること」の順であった。後継者の確保と教育ということが承

継問題の中心にあるといえる。  
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図表 37：事業承継時に問題になりそうなこと  

計

1 2 3 4

親族間の

相続争い
を調整す

ること

金融機関

からの借
入に対す

る現経営
者の担保

等を解除
できないこ

と

一般従業

員から支
持・理解を

得ること

役員や経
営幹部か

ら支持・理

解を得るこ
と

TOTAL
100.0 13.7 3.0 27.3 6.4

後継者の

候補を確

保すること

複数の候
補者から

後継者を

絞り込むこ
と

後継者を

教育する

こと

後継者が

株式を買

い取ること

後継者が

事業用不
動産を買

い取ること

後継者が
高額な相

続税，贈

与税を負
担すること

5 6 7 8 9 10

70 28 44 96 46847 116 25 231 54 14

1.7 8.3 3.3 5.2 11.3 5.4

2.0

151 22 2 31 4 4 6 2 2

2.6 2.6 4.0 1.3 1.3 6.6

41 14 24 52 23

100.0 14.6 1.3 20.5

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 11.9 3.3 38.1 13.0 3.3 15.2

廃業を予定

5.2

8.1

248 62 14 97 15 1

10 3

明確に決まっていない
100.0 25.0 5.6 39.1 6.0 0.4 9.3

8.9 19.3 8.5

270 32 9 103 35 9

取引先と
の関係を

維持する
こと

金融機関
との関係を

維持する
こと

特にない その他

TOTAL
100.0 14.3 7.6 18.9 2.1

23 12 18 34 20

計

11 12 13 14

4.8 7.3 13.7

847 121 64 160 18

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 24.8 15.9 22.2

廃業を予定
100.0 6.6 2.0

1.5

270 67 43 60 4

明確に決まっていない
100.0 17.7 7.3 27.4 4.0

248 44 18 68

21.2 2.6

151 10 3 32 4

10  

 

このような事業承継の問題について、相談する先は誰なのか。全体の集計をみると、

「誰にも相談していない/予定はない」「税理士」「配偶者」の順で、以下、「役員・従

業員」「他社の経営者」「友人・知人」と続く。  

層別でみると、承継予定層は、「税理士」、「誰にも相談していない /予定はない」「役

員・従業員」と続く。廃業予定層、未定層は、「誰にも相談していない /予定はない」

「配偶者」「税理士」という順番になっている。「相談していない」がどの層でも多く、

特に未定層では、5 割近い回答となっている。また、全般的にどの層においても、金

融機関、行政、事業承継の専門家に頼ることは少ないといえる。  
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図表 38：事業承継に関する相談先  

金融機関
他社の経
営者

配偶者
コンサルタ
ント

弁護士
ファイナン
シャルプラ
ンナー

5 6 7 8 9 10

計

1 2 3 4

役員・従業
員

中小企業
診断士

税理士
公認会計
士

952 30 60 116 25 23

3.5 7.1 13.7 3.0 2.7 1.1
TOTAL

100.0 10.7 0.5 19.6 6.1

847 91 4 166

0.7

151 5 1 22 5 3 8 23 1

3.3 2.0 5.3 15.2 0.7 2.6

29 52 13 12 6

100.0 3.3 0.7 14.6

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 20.0 1.1 37.0 11.5 8.1 10.7

廃業を予定

19.3

0.8

248 32 0 43 16 5

4 1

明確に決まっていない
100.0 12.9 0.0 17.3 6.5 2.0 9.3

4.8 4.4 2.2

270 54 3 100 31 22

国・都・市
などの公
的機関や
商工会な
どの商工
団体

友人・知人

誰にも相
談していな
い/予定は
ない

その他

TOTAL
100.0 1.3 7.1 26.3 2.2

23 40 11 7 2

計

11 12 13 14

16.1 4.4 2.8

847 11 60 223 19

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 2.2 9.6 23.7

廃業を予定
100.0 0.0 4.0 29.1 2.0

151 0 6 44 3

4.1

270 6 26 64 11

5
明確に決まっていない

100.0 2.0 11.3 46.4 2.0

248 5 28 115  

 

④後継者について育成に関する意識  

 

ここでは、後継者について、どのように考えているかの意識について聴取している。 

まず、後継者に対して、行っている、または行わせたいとことは何かについてであ

る。全体では、「自社でいろいろな経験を積ませる」が 23.5％で、「経営者としての心

構えを聞かせる」といった社内における取組みが続き、次に「特にない」という結果

になっている。層別にみると、承継予定層においては、上位 2 つは全体の結果と同様

だが、3 番目に「業界団体の会合に出席させる」という項目があがっている。廃業予

定層は、「特にない」が 28.5％でトップ、他の項目はすべて、1 割に満たない回答率で

あった。未定層は「特にない」が 34.3％でトップ、そのあとは、「自社でいろいろな

経験を積ませる」「経営者としての心構えを聞かせる」「他の企業での経験を積ませる」

となった。廃業予定層と未定層が、「特にない」が多い。廃業予定層は後継者に対する  
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取組はなく、未定層は具体的に事業承継に取り組んでいないので、イメージがつかめ

ないといえる。ただ、承継予定層が社内中心での取組に対して、未定層では外部での

経験を重視するという点で違いがある。  

 

図表 39：後継者に対して行っている（行わせたい）こと  

5 6 7 8

経営者とし

ての心構
えを聞か
せる

業界団体
の会合に

出席させる

他の企業
で経験を

積ませる

自社でい

ろいろな経
験を積ま
せる

経営者向

けのセミ
ナーに参
加させる

後継者塾

などに参
加させてい

る

計

1 2 3 4

特にない その他

TOTAL
100.0 20.7 13.3 12.9 23.5 9.3 3.2

11

20.5 1.3

847 175 113 109 199 79 27 174

23.8 27.0 9.3 3.2

0.7 28.5 0.0

151 8 6 12 11

59 67 23 8 85

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 38.9 27.0 14.1 44.8

43 0

明確に決まっていない
100.0 24.6 13.3

18.9 6.7 17.0 2.2

270 105 73 38 121 51

5

5 1

18 46 6

廃業を予定
100.0 5.3 4.0 7.9 7.3 3.3

34.3 2.0

248 61 33  

 

次に後継者に求められる資質・能力で特に重要と思われるものを３つまで選んでも

らうという設問である。全体の結果では、「経営能力」「自社事業に関する知識」「コミ

ュニケーション能力」というのが上位 3 つであった。層別にみると、承継予定層は全

体の結果と同じ結果で、廃業予定層は「経営能力」「将来に対する洞察力」「自社事業

に関する知識」の順となった。未定層は、「経営能力」「コミュニケーション能力」「リ

ーダーシップ」という結果となった。  
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図表 40：後継者に求められる資質・能力  

人脈 特にない

TOTAL
100.0 7.7 13.3 25.5 19.8 29.9 19.1

9 10

経営者の

親族であ
ること

経営理念

を承継でき
ること

自社事業

に関する
知識

自社事業

に関する
実務経験

経営能力

将来に対

する洞察
力

リーダー
シップ

コミュニ

ケーション
能力

計

1 2 3 4 5 6 7 8

22.1 24.2 12.5 5.3

847 65 113 216 168 253 162 187 205 106 45

12.6

151 5 9 23 15 31 25 19 21

9.9 20.5 16.6 12.6 13.9 6.0

77 91 95 52 5

100.0 3.3 6.0 15.2

33.7

9 19

明確に決まっていない
100.0 7.7 12.5 30.6 24.6 39.5 23.8

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 14.8 27.0 43.3 34.1 45.9 28.5

廃業を予定

19.3 1.9

270 40 73 117 92 124

1.7

14

59 77 89 45 21

11

その他

31.0 35.9 18.1 8.5

248 19

35.2

31 76 61 98

1

3.2

8

1.9

5

0.7

 

 

さらに、後継者育成に何年位必要かという問いに対しては、全体の結果で、「５～

10 年位」が 27.2％でトップ、層別にみても、同様の傾向だった。長期間で後継者育成

を考えている事業所が多い。  

 

図表 41：後継者育成にかかる期間  

6.3 4.0 38.0

847 23 96 89 230 53 34
TOTAL

100.0 2.7 11.3 10.5 27.2

6

1年位
２～３年
位

４～５年
位

５～１０年
位

できるだ
け早い時
期から

その他 無回答
計

1 2 3 4 5

322

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 5.9 14.1 17.0 41.9 8.9 3.7

5.3 5.3 54.3

151 1 13 10 29 8 8
廃業を予定

100.0 0.7 8.6 6.6 19.2

8.5

270 16 38 46 113 24 10 23

16 40248 6 45 33 88 20

82

明確に決まっていない
100.0 2.4 18.1 13.3 35.5 8.1 6.5 16.1

 

 

最後に、ママさん経理やベテラン技術者等、経営者ではないが、事業所にとって不

可欠な職務の後継者がいるかという質問をしている。全体では「いいえ」と回答した

のが 38.6％、「はい」との回答が 23.0％で、ママさん経理やベテラン技術者等の後継

者がいないという事業所のほうが多い。層別にみると、承継予定層が「はい」47.8％、

「いいえ」41.1％と若干、後継者はいるという回答が上回っている。廃業予定層は「は

い」1.3％、「いいえ」43.0％、未定層は「はい」25.8％、「いいえ」60.5％となってお

り、承継予定層は、経営者以外の後継者についても、他の層と比べると承継が準備が

進んでいるところが多いといえる。  
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図表 42：ママさん経理やベテラン技術者等、事業所に不可欠な職務の後継者の有無  

計

1 2

はい いいえ 無回答

TOTAL
100.0 23.0 38.6 38.4

847 195 327 325

問
1
6
承
継
の
現
状

事業承継を予定
100.0 47.8 41.1 11.1

270 129 111 30

明確に決まっていない
100.0 25.8 60.5 13.7

248 64 150 34

廃業を予定
100.0 1.3 43.0 55.6

151 2 65 84

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

- 36 - 

 

２．層別の分析 

 

ここでは、１の結果概要を踏まえて、「承継予定」「未定」「廃業予定」の大きく３

つの層で分類し，それぞれの特徴についてまとめる。  

 

１）３層ごとの特徴 

①承継予定層 

血縁者や社員、第 3 者など、何らかの形で事業承継を予定している事業所は今回の

調査では約３割、これらの事業所の特徴をみていこう。  

まず、業種については、全体の傾向と同じで、「卸売・小売業」、「建設業」、「医療・

福祉」が上位 3 業種となるが、4 位に「製造業」と「不動産・物品賃貸業」が入って

いる。規模は６～10 名の事業所が一番多く、他の層と比べると、30 名を超える事業所

の割合が高い。社歴は 30 年以上というところが 59.3％、そのうち 40 年以上が 4 割と

長い。代表者の株式保有割合は、他と比べると、 2/3 以上という割合が高い。  

業績については、年間売上高は 1 億円以上が 41.1％と相対的に売上規模が大きいと

ころが多く、直近 3 年間の売上傾向は横ばい、採算傾向は収支均衡という事業所の割

合がどちらも 4 割を超えている。 

現在の経営者は、60 代が 35.9％で多く、70 代以上も含めると 6 割を超える。創業

者の割合が 53.7％と他の層よりも少なく、2 代目以降の比率も相対的に高い。自分自

身が事業承継を経験している経営者は先代から 30 代、20 代以下で後継者として指名

されており、30 代・40 代で代表を交代している。どちらの時期についても半数がちょ

うどよい時期だったと評価している。交代のとき、先代の年齢は 70 代が一番多い。ま

た、現在の経営者は、約 8 割が先代の血縁者だが、血縁者以外の割合も他の層よりは

多い。 

今後の事業承継については、7 割が血縁者に対する承継を考えており、Ｍ＆Ａなど

の事業売却に対しては他の層と比べると抵抗がある経営者が多い。承継の時期につい

ては、未定が多いが、他の層と比べると少なく、「今後 5～10 年後」や「今後１～２年

後くらい」という回答も多かった。後継者については、 8 割近くがすでに後継者が決

まっていて、自身の子どもが 7 割を超えているが、従業員への承継という事業所もあ

る。後継者が決まっていない事業所は、現在探しているという回答が多かった。  

事業承継への取組みについては、社内にて、既存の業務をしながら少しずつ権限を

委譲していくことを重視しており、知識だけでなく、他の層と比べて事業の魅力も伝

承していくことなども大事にしている。したがって、課題としても、後継者を育成す

ることだけでなく、取引先との関係を維持することが上位にあがっている。後継者に

行わせたい、行っていることとしても、他の層にはない「業界団体の会合に出席され



 

 

- 37 - 

 

る」という項目が上位にあがってきており、取引先や業界へのつながりを重視してい

ることが見て取れる。 

このような結果を概観すると、承継予定の事業所は、社歴が長く、伝統があり、規

模も大きく、業績も横ばいという成熟的な市場を相手にしていて、そういった意味で

も業界や従来の取引先を大切する傾向がある。現在の経営者は、60 代が中心で、自身

も事業承継を経験している人も相対的には多く、今後、承継については、 5 年から 10

年後を考えており、血縁者への承継と併行して、従業員への承継も選択肢に考えてい

る層である。社内での教育や承継準備が中心と考えている。  

 

②廃業予定層 

廃業を予定している事業所は全体の 17.8％、151 事業所という結果である。平成 21

年の東京商工会議所の調査【サンプル数 1864 事業所】でも、「廃業予定」が 22.6％と

いう同じような結果が出ており、廃業する事業所の増加は、日本全体の問題となって

いる。この層の特徴を以下のとおり、概観する。  

業種で特徴的なのは、「卸売・小売業」の割合が他の層よりも高く、「宿泊業・飲食

サービス業」も上位にあがっている。昔ながらの小さな商店、飲食店が多いと推察で

きる。規模をみても、従業員 3 名以下の事業所が 65％を占めていて、代表者の株式保

有割合は約 5 割が「該当なし（株主保有なし）」という事業所である。一方で、自社用

不動産の名義が経営者だという割合は、他の層と比べると高い。社歴は 30 年以上 40

年未満が多い。 

年間売上高３千万円未満の事業所が 7 割を超えていて、売上傾向は 8 割以上が「減

少傾向」、採算傾向も「赤字基調」が 6 割近くで、業績は厳しい状況の事業所がほとん

どであるといえる。 

現経営者は、60 代が 4 割超で、70 代以上も含めると 68.3％に達する。創業者の割

合がどの層よりも高く、7 割に近い。2 代目以降は 37 事業所のみである。創業・承継

時の年齢は 30 代が中心だが、20 代以下の割合が他の層よりも高い。事業承継を経験

している経営者は、後継指名も 20 代以下が約 4 割と他よりも高く、そのタイミングが

よかったかについては、「わからない」と回答した経営者が 4 割を超えた。事業承継し

た経営者の 8 割が先代の「子ども」であり、先代が 60 代のころに承継しており、その

タイミングについての評価についても「わからない」と回答した割合が他の層よりも

多い。また、承継時の苦労として、自身の技術や知識の問題、社内調整という項目が

あがっている。 

今後の事業承継については、廃業を予定していることもあって、事業売却への抵抗

感は 3 層のなかで一番低い。事業をやめる理由については、自分の代限りでやめよう

と決めていたり、事業に将来がないと認識していたり、後継者の問題よりも、事業の
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将来性を見据え、現在の経営者に事業継続の意義を見出せないということが大きな要

因となっている。 

事業承継についての取組みは、廃業予定ということもあって、あまり検討・実践し

ていないということが、各設問の回答の傾向からも読み取れる。また、経営者を支え

るママさん経理やベテランの技術者の後継者についてもいないという事業所の割合が

高かった。 

このように、廃業予定の事業所は、小さな商店や個人事業主が多く、業績低迷から、

経営者自身が事業を継続する意義を見出せないでいる。若いころに自分で創業した人

や、若くして、親から後継者に指名され、あまり心構えもできないまま承継した人が

多いと推察できる。創業者が多いため、自分の代でやめても、それは自分の事業だか

ら問題ないとしているのか、後継者問題には積極的でないといえる。こういったこと

は、業績の低迷も一因ともいえるだろう。  

 

③未定層 

承継については明確に決まっていないという事業所は全体の 28.2％である。 

業種としては、「医療・福祉」の割合が高く 25％を占め、そのあとに「卸売・小売」、

「建設」と続く。規模としては、「3 名以下」と「６～10 名」の事業所が多く、10 名

以下で 7 割を超える。社歴は「10 年以上 20 年未満」の事業所のボリュームが一番多

く、20 年未満の事業所が 47.2％と、他の層と比べると、比較的に社歴が短いところが

多い。 

業績は、年間売上高 3 千万円未満が 41.9％で一番多く、1 億円以上 3 億円未満が

18.1％で 2 番目に多い。売上傾向は「減少傾向」で、採算傾向は「収支均衡」という

状況である。 

現在の経営者は、50 代が 31.5％、40 代が 27.8％と若い人が多く、創業者が 6 割を

超え、2 代目以降が 33.8％という結果である。代表者になった時期は、30 代・40 代が

中心である。事業承継を経験した経営者が、後継指名をされたのは 30 代が中心で、タ

イミングについては、「ちょうどよい」が 4 割超、「わからない」が 26.2％という評価

であった。先代は血縁者が 8 割超で、血縁者以外は 1 割である。承継時の先代の年齢

は 70 代、60 代が中心で交代のタイミングが「ちょうどよい」と回答した割合は、他

の層と比べると一番高い。  

自分自身の事業承継の時期については、やはり、明確に決まっていない経営者が

85.1％に達する。後継者については、「決まっていない」というところが 9 割で、承継

の時期が明確ではないのは、後継者が決まっていないことが大きな要因であることが

わかる。後継者が決まっていると回答した 17 事業所でも、後継者自身にまだ話してい

なかったり、調整していたりするところが約 7 割となっている。 
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一方で、後継者が決まっていない理由としては、「時期尚早」が 36.2％と、承継予

定層と比べると多く、社歴が短く、現経営者がまだ若いという傾向があることを考え

ると、まだまだ承継が現実の課題として認識されていないところが多いと解釈ができ

る。 

今後の事業承継についての取組みについては、他の層と比べて、特徴的なのは、「後

継者を社外で修業させる」という項目が 1 位にとなっていることである。課題につい

ては、「後継者候補の確保」が上位にあがってきているのは、未定層ならではといえる。

事業承継がまだ課題となっていないこともあって、相談先についての設問では、「相談

していない」という事業所が 46.4％で、他の層と比べると高い結果となった。後継者

育成についても、「特にない」がトップだが、外部での経験を積ませることが上位にあ

がっている点が、他の層と比べて、特徴的である。  

このようにみると、未定層 248 事業所は、「決まっていない」という点では同じカ

テゴリーに属しているが、その中身については、いくつかの層に分かれている可能性

がある。なぜなら、社歴、規模や業績でのボリュームゾーンが２つ以上存在し、統一

的な傾向を言えないものが多いからである。そのなかでも、比較的社歴が短く、若い

経営者が多いこと、そこから、まだ事業承継が喫緊の課題として認識されていないと

いう傾向は特徴的である。  

 

２）３層×３カテゴリーによる分析  

 

ここまで、承継予定、廃業予定、未定という３つの層の特徴をみてきたが、次に、

事業承継をどのように支援するかという視点から、さらに詳細に分析を試みたい。  

承継をしていくという経営者の意向に一番大きく影響を与えるものは何か。それが

見えてくれば、支援の仕方についても明確にできる。ヒントになるのは廃業予定層の

プロフィールと廃業する理由である。廃業予定の事業所の多くが組織も売り上げも小

規模なところで、廃業理由も、後継者がいないことよりも、経営者本人の事業継続の

意義を見出せないことと業績不振であった。つまり、組織規模や業績によって、事業

承継への意向が変わってくるなら、その軸でさらに３層を分割して考えることで、支

援のあり方がみえてくると考える。そこで、図表 43 のように３つの層を、さらに年間

売上高で分類して、規模の違いで、承継に対する現状や意識にどのような傾向の違い

があるかを探っていく。年間売上高で３つのカテゴリーで分けて、便宜上、年間売上

高 3 千万円未満の事業所を「小規模事業所」、3 千万円以上 3 億円未満の事業所を「中

規模事業所」、3 億円以上の事業所を「大規模事業所」と呼ぶ。もちろん、これは、今

回対象となった上場企業等を除いた中小事業所というカテゴリーにおける「大中小」

という位置付けであることを留意されたい。
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図表 43： ３層×３カテゴリーによる分析  
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Ａ－１ 承継予定の小規模事業所  

このカテゴリーは、「卸・小売」が中心で従業員数の平均 4.1 人、代表者の株式保

有が「該当しない、なし」という事業所が約半分。一方で主要な自社不動産が経営者

名義というところが約半分という傾向から、小さな商店やクリニック、まちの不動産

屋さんなどのイメージである。また、創業者が約６割で社歴は 30-40 年が中心、事業

承継時期が未定なところが承継予定層のなかでは一番多い。また、後継者が決まって

いても、「伝えていない」という割合も承継予定層のなかでは一番高い。それでも承継

の課題は「特にない」が１位にあがっている。また、業績は売上減少・赤字基調のと

ころが多く、厳しい経営状態であることがうかがえる。  

このような傾向をみると、この層は、一代で立ち上げた家業的な事業所で、承継予

定ではあるが、継がせたい後継者（おそらく子ども）に複数の候補がいたり、まだ若

かったりして、まだまだ具体的に事業承継の取組を始めていないというところが多い

といえそうだ。不動産名義の件をみても、そこには事業承継だけでなく相続の問題な

どもからんでくるように推察される。さらには、今後の業績によっては、承継につい

て考え直すようなことにもなるかもしれない。  

 

Ａ－２ 承継予定の中規模事業所  

このカテゴリーで一番多いのは、「建設」で、「卸・小売」、「医療・福祉」と続く。

社歴が長く、平均従業員数も 16.4 人と小規模事業所と比べると増えてくる。創業者の

割合、３代目がいる割合ともに、承継予定層のなかでは２番目だが、後継者決定率は

一番高く、後継者が子どもであるという割合も一番高い。後継者を支える業務の後継

者がいるという割合も半分を超えてトップ。Ｍ＆Ａへの抵抗感も一番強い。事業承継

の課題では、従業員の理解という項目が上位にあがってきており、後継者へ行わせた

いこと（行っていること）に、「業界の会合へ出席」が上位にきていることも特徴的だ。

業績は売上横ばい、収支均衡という事業所が多い。  

このような傾向からみると、この層は、老舗的な事業所が多く、それなりの従業員

を抱えて、組織として動いており、業績についても現状維持を続けられているところ

が多いといえる。また、業界のつながりも強い傾向にあり、後継者（ほぼ子ども）に

は、業界のなかで認められること、従業員に認められることが重要な条件となる。ど

らちかといえば、社内や業界内部といった内向志向が強い事業所が多い傾向にある。  

 

Ａ－３ 承継予定の大規模事業所  

このカテゴリーでも多いのは、「卸・小売」、「建設」だが、次に「製造」が入って

くる。社歴の中心 30-40 年で、平均の従業員数は 55.4 人とかなり規模が大きくなって

くる。業績は売上横ばい、収支均衡であるが、赤字だというところは 12.2％と一番少
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ない。創業者の割合は他の２カテゴリーよりも低く、逆に３代目の比率は一番高い。

しかし、Ｍ＆Ａへの抵抗感は一番低い。後継者決定率は、他と比べて高いわけではな

いが、決まっているところについては、すでに後継者に伝え、周りとの調整も進行し

ているところが多い。承継時期についても、「今後１～２年」というところが５～１０

年というところよりも多い。今後の課題として「株式買取」が上位に挙がっている点

も、事業承継が具体化している表れといえる。相談相手についても「役員・従業員」

が上位にあがっており、事業承継について、相対的にみれば、組織的な対応ができて

いるといえる。 

このように、この層は、事業承継が血縁者に行われる予定だとしても、会社として

の対応、組織としての対応ができている事業所が多いといえる。  

 

Ｂ－１ 承継未定の小規模事業所  

このカテゴリーで一番多い業種は、「医療・福祉」で、そのあとに「卸・小売」、「サ

ービス」と続く。平均従業員数は 4.0 人とほぼ承継予定の同規模事業所と同じだが、

社歴が 10-20 年の事業所の割合が高く、新しい事業所が多い。経営者の年齢も４０代

で 31.7％、創業者の割合が７割を超える。業績については、売上は減少しているもの

の、収支は均衡というところが多い。  

後継者が決まっているというところは 1.9％であるが、その理由として一番多かっ

たのは「時期尚早」で、経営者が若く、創業（承継）して、まだあまり時間が経って

いないところも多く、自分自身の事業承継はまだ喫緊の課題としてとらえることがで

きない事業所が多いと推察できる。  

 

Ｂ－２ 承継未定の中規模事業所  

このカテゴリーは、「医療・福祉」、「卸・小売」、「建設」が中心。社歴は 10-20 年

という事業所が中心であるが、一方で５０年以上の社歴を持つところも 13 社ある。経

営者は５０代が中心で、創業者の割合は 57.0％、２代目の比率が 32.5％となっている。

Ｍ＆Ａの抵抗感が 40.4％で、中規模事業所でみると、廃業予定よりも、承継予定の事

業所と同じように老舗的な傾向を持っている。後継者の決定率は１割にもなっておら

ず、その理由として「時期尚早」や「候補者はいるが若い」と理由が多く、こちらも

小規模事業所と同様、まだ事業承継は自分の問題としては遠いものだという認識があ

るといえる。 

 

Ｂ－３ 承継未定の大規模事業所  

このカテゴリーの中心は、「卸・小売」、「医療・福祉」、「建設」で、社歴も他の未

定層と同様に 10-20 年が中心であるが、平均従業員数は 42.0 人とやはり多い。経営者
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は５０代が中心で、創業者の割合は 54.2％と未定層のなかでは少ない。後継者が決ま

っているところはなく、ここでも理由の多くは「時期尚早」となっている。ただ、相

談相手が役員・従業員という事業所が多いこと、経営者を支える業務の後継者につい

ては７割がいるという回答になっており、同カテゴリーの承継予定層と同じように、

承継に対する組織的な対応が可能な状況にあることは想像できる。  

 

Ｃ－１ 廃業予定の小規模事業所  

このカテゴリーは、「卸・小売」が中心で、「医療・福祉」、「飲食サービス」、「専門

サービス」などが多い。社歴は 30-40 年が多く、平均従業員数は 2.3 人と、すべての

カテゴリーのなかで一番少ない。株式保有なしの割合も 62.2％に達する。業績も悪く、

売上減少、赤字基調が多い。経営者は６０代中心で、創業者が７割を超える。事業承

継経験者も２０代以下で後継指名されている割合が４割強となっている。廃業の理由

として、自分の代だけでやめよう、事業に将来性がないというところが多い。  

このように、このカテゴリーは小さな個人商店やクリニックが多く、自分で創業し、

家族で経営している事業所が多いといえる。Ｍ＆Ａへの抵抗感も２割弱で、商売は自

分が始めたのだから、終えるのも自分が決めるという意識が垣間見える。  

 

Ｃ－２ 廃業予定の中規模事業所  

このカテゴリーも、「卸・小売」、「医療・福祉」が中心で、次に「建設」が入って

くる。社歴 20-30 年が多く、従業員数の平均は 8.5 人。株式保有なしが 21.9％と割合

が低くなり、法人化しているところが多いことがわかる。経営者は６０代が 28.1％、

５０代が 28.1％で、創業者は 62.5％と６割も超える。廃業理由としては後継者がいな

いがトップで、次に事業の将来性がないという項目が続く。事業承継の課題として、

後継者確保が一番で、事業承継の取組みとして、事業の魅力を維持するというのが上

位にきているのが特徴的である。  

このカテゴリーは、同じ承継予定の中規模事業所同様、「建設」など、法人化され

て、それなりの規模のところになるが、小規模事業所のように、そもそも承継する意

識がないところと比べると、承継したいという気持ちもあることがうかがえる。その

なかで、後継者がいないということが大きな課題といえよう。  

 

Ｃ－３ 廃業予定の大規模事業所  

このカテゴリーにあてはまる事業所はなかった。  
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３．考察～事業承継に対する認識の転換  

 

ここでは、アンケート調査およびヒアリング調査（Ｐ 11 参照）を踏まえたうえでの

事業承継及び事業承継支援のあり方についての考察を行う。  

 

１）層別分析のまとめ 

 

対象となった事業所を、承継に対する意向によって３層に分け、さらに売上規模の

３カテゴリーでクロスさせることで、合計９層について、その特徴について概観して

きた。改めてその傾向を、事業承継支援という視点から大きく捉えていく。  

まず、承継予定層である。小規模事業所は家族経営を基本にした生業で、商売は家

族のものであるという層である。承継予定ではあるが、後継者はなんとなく決まって

いたり、まだ誰にするか迷っていたりする状況で、具体的な取り組みをしているわけ

ではない。業績は良くないので、その状況次第では未定層、さらには廃業予定層へ変

わっていく可能性も持っているカテゴリーなので、それを踏まえた支援が必要になる。

中規模事業所は、組織規模も大きくなり、従業員も増えていく。社歴が長いところも

多く、売却への抵抗感をみても、伝統や歴史を大事にする老舗的な事業所が多いとい

えるだろう。また、業界へ意識が向いていることから、成熟した業界が存在する雰囲

気を感じるが、全体として後継者育成等についても、従業員に気にしたり、なんでも

内部で対応しようしたりとする傾向があるといえる。後継者教育という点では、外部

の交流などもあったほうがよいといえるだろう。最後に大規模事業所は、平均５０人

以上の従業員を抱えており、承継についても企業として、組織として対応しようとす

る意欲を感じる。既に承継のプロセスに入っているところもあって、具体的な支援が

必要な状況にあるといえる。  

次に廃業予定層である。小規模事業所は、規模も小さく、雇用人数も少ない家業的

な事業所である。業績も悪いだけでなく、現経営者が事業継続の意義を見出せておら

ず、現実的には、事業承継を促していくことは難しいカテゴリーとも言え、廃業を前

提とした支援も必要になってくると考える。中規模事業所については、業績は厳しい

状況ではあるが、後継者がいないことが、廃業するかもしれない大きな理由になって

いるという点を考えれば、後継者を探し、場合によっては、Ｍ＆Ａへの抵抗感は低い

ので、別の事業との統廃合という手段も可能であるといえる。  

最後は、承継、廃業、どちらに転ぶかわからない未定層である。小規模事業所は創

業してまだ２０年に満たない事業所が多く、経営者も若い。まだまだ事業承継は先の

話として当事者意識はないといえるが、将来に向けて、準備を始めるように促してい
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く必要がある。中規模事業所は社歴が短い事業所と長い事業所が混在している。経営

者は５０代が中心なので、こちらもまだまだ事業承継は喫緊の課題とはなっていない。

老舗的な側面を持っているところもあるので、後継者が決まっていなくとも、候補者

がいるところもあって、教育という点では今からでも準備を開始していくことも必要

だといえる。大規模事業所は、中規模事業所と同様の特徴を持つ事業所だといえる。

したがって、小中規模事業所よりも社内の体制ができあがっていることもあるので、

さらに教育や準備に力を入れていくことも必要になる。  

以上のように、事業承継にどのように対応していくかという意向と売上による組織

規模で事業所を分類していくと、それぞれの組織状況、事業承継について抱えている

課題が違い、その切迫度も違うことがわかる。したがって、それぞれのカテゴリーに

適合した支援をしていく必要がある。そのためには、事業承継、そして事業承継の支

援をどのようなものとしてとらえるかを明確にし、いつ、誰が、誰に対して、何を承

継するか、それをどのように行い、さらにはそのプロセスに対して、誰がどのような

支援を行うかを検討していくことが重要だといえる。  

 

 

２）事業承継をどうとらえるか 

 

まずは、そもそも事業承継とは何であるのか。地域の様々な主体が関わる意味はど

こにあるのかを検討する。先に述べたとおり、今回の調査で廃業を予定している事業

所は全体の２割弱であり、この傾向は調布市だけでなく、多くの地域で起こっている

ことである。この先、多くの事業所が廃業していくことはどのような問題を地域にも

たらすだろうか。 

調布市の場合、小規模の「卸・小売」、「医療・福祉」の割合が多く、これらは、ま

ちのいわゆる商店やクリニックなど、住民の生活に密着した事業所が中心である。徒

歩でちょっとした買い物ができる商店がなくなってしまうことは、自家用車利用が前

提の郊外型のショッピングセンターに行くことができない高齢者の買い物を困難にし

てしまうかもしれないし、近所の内科、小児科、歯科などの「かかりつけ医」がいな

くなってしまうことは、日常的に健康を維持管理してくれるアドバイザーを失うこと

になるかもしれない。つまり、このような事業所は、まちの生活を成り立たせる「社

会インフラ」ともいえる。また、これらの事業所は、正規・非正規含めて、地域の雇

用の場でもあるため、廃業してしまえば、仕事を失う人たちが出てくることになる。

さらには、飲食店や小売店のなかには、観光やシティセールスに寄与しているところ

も多い。調布市でいえば、例えば深大寺周辺への蕎麦屋さんや、特産品になるお菓子

などを製造販売しているお店などがなくなってしまうことは、調布市の観光資源を失
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ってしまうことにもなる。  

このように、地域の中小事業所は、地域の経済や生活を支える主体であり、事業所

は経営者や家族、従業員、顧客だけのものではなく、地域や社会のものということに

なる。したがって、これらの承継問題は、一事業所の経営課題ではなく、地域を支え

る社会的インフラが維持・更新できるかという問題となり、行政をはじめとする様々

な地域の主体が、もっと事業承継という問題に正面から向き合う必要がある。今回の

調査でも、廃業予定層は、創業者の割合が高い傾向がでている。おそらく、自分自身

が事業承継を経験した経営者は、受け継いだ事業所を、自分の会社ではなく、先代ま

たはそれ以前から続いてきた地域に根付いた存在だという意識があるのではないかと

いえる。だから、自分の代でやめるわけにはいかないと思うことで、事業承継への取

り組みに積極的になる。逆に、創業者は一代でつくりあげたものだから、自分自身や

家族のものだと考えて、創業するのも、廃業するのも自由だという意識が強いのでは

ないかと推測する。 

このように事業承継問題をとらえ直すと、事業承継の取組は、一事業所の世代交代

を意味するのではなく、地域の新陳代謝を促し、持続可能な地域をつくる、新しいま

ちづくりの取組であるという認識の転換が必要と言える。そして、事業承継を地域で

支えるという取組をしていかなければならない。  

 

 

３）誰が誰に継承するのか 

 

事業承継は、現経営者から後継者に対して行われる。後継者は、今回の調査では、

血縁者特に子どもというのがどの層でも多く、従業員への承継は少ない。今回のヒア

リング調査を行ったＣ社では、子どもが別の仕事をしているので、社員に承継を考え

ていたが、後継者候補として考えていた社員が退職するなどして、いまだに７０代後

半を迎えた社長が経営を続けている。まだ、次の事業承継の見通しは立っていないと

いう。この場合、血縁者や社内だけで考えようとするとほぼ可能性がない。調査では、

後継者として求められる資質・能力として、経営能力の次にあがっているのは、「自社

事業に関する知識」である。だとしたら、業界のことや業務のことを分かっている人

を選ぶのであれば、社内にこだわらず、同じ業界・業種の他社から探してくるだけで

なく、その事業の「川上」「川下」から探すということも視野に入れたい。自社ビジネ

スのサプライチェーンのどこかに位置していている人材であれば、より自社ビジネス

への適応が早いと想像できる。  

また、Ｂクリニックでは、高度な技術を持った人材が必要だったため、承継は難し

いと思っていた。ところが、同分野の医師から、承継をしたいという申し出があった
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ため、外部の方ではあるが準備に時間をかけて承継し、今は同じクリニックの施設を

利用し、名前を変えて経営している。このような廃業予定（または廃業する可能性が

ある）の経営者と、ビジネスを始めたいが、施設も人脈もないという外部の創業者を

つなげるという、「開廃業のマッチングの方法」も考えられる。  

また、承継させる側は、何も経営者だけでない。今回調査で「ママさん経理やベテ

ラン技術者」も、経営者を支えるという点で重要な承継対象であるが、その後継者は

あまりいないという結果だった。和菓子のＡ屋では、現経営者と承継予定者の間に入

って調整を図っているのは、現経営者の妻であり、経理全般を取り扱っている。現在

は、承継予定者の妻に対して、少しずつその役割を承継しつつある。調査でも、承継

予定層のほうが、そのような世代交代も進んでいる傾向があった。  

後継者は血縁者という常識から自由になって、広く外から得るという方向性を考え

ることと、承継すべき役割は経営者だけではないという視点も必要である。  

 

 

４）いつ承継するのか 

 

調査では、３０代・４０代に、内部昇格で承継というパターンが多い。社内で仕事

をしながら、タイミングをみて世代交代となる。また、廃業予定層のように、後継指

名が２０代以下といった早い時期だと、そのタイミングが良かったかという評価につ

いては、「わからない」が多いという結果が出ている。あまり早い時期に後継指名され

てしまうと、後にそのような人生で良かったのかとわからなくなる後継者もいるとい

うことである。一方、先代から生前に承継されていない後継者が３割ほどいることを

考えると、いつ承継のタイミングがやってくるかというのも分からない。ヒアリング

調査をしたＣ社のように、様々な環境変化なので、なかなか後継候補者が決まらなか

ったり、候補者が退職してしまったりすると、７０代後半になっても、社長をやめら

れない状況で、その経営者の安心した老後は実現しない。やはり、後継指名するかは

別として、事業承継の準備は早いに越したことはない。  

Ｂクリニックの後継者は、血縁者でもなく、内部昇格でもない。もともと脊髄治療

という特殊な分野で、しかも全国的に有名な医師だった先代を継ぐことはなかなか難

しいはずだったが、その後継の医師が手をあげたのは、先代が行っていたことがその

呼び水になっていた。大学病院から独立し、調布でクリニックを開くときに、クリニ

ック内に手術を見学できるスペースをつくり、先代の技術をみたいという医師たちに

開放していた。実は、そこに現在の事業承継者が参加していたのだ。先代が自身の仕

事をオープンにし、「見える化」していたことが、後進を育てるだけでなく、自身の後

継者づくり、事業承継の準備をしていたことになる。  
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今回の調査では、未定層の多くは、まだ事業承継は「時期尚早」として喫緊の課題

になっていないところが多かった。しかし、自身が承継または創業したときから、次

の後継者のことを考え、準備をしていくことが必要になる。おそらく、そのような姿

勢は、先に述べたように、自身の事業所を、社会や地域のものとして捉え直し、事業

計画などへ反映させていくプロセスとして、普段の経営にも大きな影響を与えるもの

になるだろう。 

 

 

５）何を承継するのか 

 

事業や会社を後継者に渡せば、事業承継が終わるわけではない。まずは後継者に何

を承継し、何を後継者の「らしさ」に任せるのかを意識する必要がある。残すべきも

の、変えるべきものを、現経営者及び後継者で共有するために、それらを把握し、見

えるようにしたほうがよい。ヒアリングをしたＡ屋は、 100 年以上続く老舗の和菓子

屋である。現経営者は、主導権の大半を承継予定者に委譲している。現在、承継予定

者は、新たな挑戦として、調布の特産品・お土産となる菓子を開発したり、茶道教室

向けの営業をしたりと、現経営者ではやらなかったことを行っている。それに対し、

現経営者も自由にやってもらって構わないと考えていて、承継予定者のやることに口

出しはしていない。衛生面など必ず守らなければならない家訓のようなものはあるが、

それ以外は時代に合わせて変えていくべきだという姿勢である。  

このように、事業承継は、そのまま事業を受け継ぐのではなく、必ずイノベーショ

ンを伴うプロセスとなる。もっといえば、世代交代が、新たな挑戦や変革に取り組む

契機となるはずである。この機会を活用していくことも戦略として必要である。その

ような前提の上で、何を承継していくかを細かくみていこう。  

ひとつはブランドや顧客、外部のネットワークである。調査でも、事業承継時の問

題として、「取引先との関係を維持すること」が上位にあがっているように、先代まで

築いた事業所のブランドや関係ができた顧客をどう引き継いでいくことは重要なテー

マである。後継者に対して行っている（行いたい）ことであがっている「業界団体の

会合に出席させる」など、後継者をなるべく早くデビューさせていくことが必要にな

る。 

次に人材である。調査でも、事業承継時の課題として一般社員と役員・経営幹部の

「支持・理解を得ること」を合計すると、「後継者の教育」「特にない」に続き、３番

目に多い項目となる。また、後継者を決定した理由として「役員・従業員の理解が得

やすいから」は２番目に多い理由となっている。従って、ある程度の規模の事業所は、

早くから社内調整に動く必要がある。現経営者が明確に事業承継の方針や時期を伝え
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ることで、今まで自分を支えてくれた人材を、後継者に引き継いでいくことが可能に

なるといえる。 

次は個人資産である。これは小規模事業所が多いが、事業承継は少なからず相続の

側面を持つことになる。特に小規模事業所では、自社不動産名義が経営者になってい

る場合が多く、遺産争いや相続税対策といったものを想定して事業承継を計画してい

く必要があるだろう。そのためには、家族でその問題を話し合う家族会議を実施する

べきである。相続の問題など、なかなか先代が触れたくない話題であるため、家族の

何気ない会話のなかで話しても決まらない。家族といえども、明確な目的を持った会

議を持つことでお互いに期限や役割分担等を明文化し、あとでトラブルにならないよ

うな工夫が必要である。 

最後は、事業を行う志、想い、理念の承継である。先代が創業者であれば、創業時

の想い、代々続く事業であれば、ずっと伝わってきている家訓などを現経営者は明確

にし、できれば文書化して、後継者に伝えたほうがよい。調査でも、後継者に対し行

っていること（行わせたいこと）で、「経営者としての心構えを聞かせる」は全体で２

番目に高い結果である。そうすることで、後継者も何を守り、何を変えてよいかとい

うことが明確になるはずである。  

 

 

６）どのように承継するのか 

 

このテーマは、事業承継のプロセスをどのように組み立てていくかということであ

る。調査では、後継者育成には、「5～10 年位」かかるという認識が一番多く、「１年

位」という答えは 2.7％しかなかった。誰もが事業承継には長い時間がかかるという

認識を持っている。また、事業承継で問題になりそうなことのトップは「後継者を育

成すること」となっている。この後継者の教育については、事業承継を円滑に進める

ための取組として一番多いのは「後継者と社内で一緒に仕事をする」「後継者に権限を

少しずつ委譲する」といったＯＪＴのような形が大半になっているが、昔から行われ

ているように、別の事業所で修業をしてくるという方法もある。ヒアリング調査をし

たＡ屋の後継者は、本格的に店を主導する前に、鎌倉の和菓子店で修業し、菓子づく

りの腕を磨き、先代にはない技術を学んだ。また、菓子の専門学校にも通い、知識や

技術だけでなく、外とのネットワークを構築し、自分なりの世界観をつくりあげてい

く。後継者の４代目にとっては、事業承継はただ単に受け継ぐというプロセスではな

く、事業の再構築のプロセスとなっている。この社外修行の重要性は、若い経営者の

多い未定層で重要視されているという結果が今回の調査では出ている。世の中の大き

な変化、そして、それに適応していこうとする若い経営者たちの無意識の姿勢が表れ
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ているといえる。 

また、５）でも触れたが、事業承継は、特に血縁者の間では、なんとなくわかって

いる、または当然のようなものとして進んでしまうこともある。いくら家族とはいえ、

必ず計画をたて、ゴールを決めて、着実に進めていくプロセス管理が必要になってく

る。 

さらに、事業承継は経営者の交代が終われば、終わりではない。事業承継は、先代

からすると、引退という出来事であり、ある意味、仕事のやりがいや生きがいを失う

ことでもある。特に長い間、毎日、経営に向き合ってきた人ほど、その喪失感は大き

いともいえる。そうなると、その様々なノウハウやネットワークを持った先代の生き

がいづくりということも、事業承継の大きなテーマになるだろう。もちろん、後継者

のもと、現在の事業において、一定の役割を持ち続けることも可能だし、または、別

の社会活動や地域活動へ参加していくことも考えられる。  

これは、廃業予定層にもあてはまるプロセスでもある。今回の調査でいう廃業予定

の小規模事業所が、もう一度事業を続けようとするのは並大抵のことではない。そう

だとしたら、廃業を適切によい形で導いていくことも重要だと考える。そのように考

えれば、事業継続は難しいにせよ、様々な技術や経験を持った経営者は残ることにな

る。これは私たちの事業承継のコンセプトにおいては「宝」である。彼らが、まちの

活性化のための貴重な人材になるとしたら、廃業であっても、地域の新陳代謝として

の「承継」のプロセスと呼ぶことができるはずである。  

 

 

７）誰がどのような支援をするのか 

 

最後に、このような事業承継のプロセスを誰がどのように支援したらよいかという

テーマである。今回の調査では、事業承継に関する相談先として、「誰にも相談してい

ない/予定はない」という項目が 26.3％でトップ、その次に身近な外部の相談相手と

して税理士、そのあとに配偶者という順番であった。役員・従業員ですら約１割であ

るから、行政や商工団体、金融機関、事業承継の専門家・コンサルタントに相談する

という発想はないといえる。  

おそらく税理士や配偶者が相談相手の上位にきているのは、事業承継が相続や家族

の生活に大きく関わるからであろう。経営者のプライベートの問題に立ち入らざるを

得ないということが、事業承継をなかなか外部へ相談できない、またはそもそも誰に

も相談できないと言うことにつなげているといえるだろう。ただし、その一方で、税

理士や他社の経営者が相談先としてあがっていることは、自分（承継する側）の状況

を理解してくれる「外部の目・意見」を求めている証拠だと考えることもできる。  
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外部の視点から、長期間にわたる事業承継のプロセスを伴走し、問題を把握し、解

決策を提示してもらったり、進捗管理、様々なネットワークの接続などの支援をした

りすることは潜在的なニーズとしてあるのではないだろうか。さらには、先に述べた

とおり、事業承継を事業再構築の契機とするならば、マーケティングや人材育成、雇

用などについても相談できる相手が必要となる。  

また、事業承継を特別なものではないこと、早くから取り組むべきことだというこ

とを知ってもらうと同時に、地域の新陳代謝を促し、持続可能な地域をつくりだす、

新しいまちづくりの取組として、地域の様々な主体が関わるべきという普及啓発につ

いては、行政や商工団体がもっと大きな声をあげて、支援に乗り出すことが必要であ

る。 
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Ⅴ．まとめと提案 

 

 

１．まとめ～事業承継の調布モデルを目指して  

 

ここまで、調布市の事業所に対する調査結果の分析を通じて、事業承継の実態の把

握、課題、そして、今後の方向性に関する考察を行ってきた。  

調布市事業承継研究会は、この研究活動を通して、明らかになったことを、調布市

政だけでなく、多摩地域、さらには日本全体に対して提案していきたい。  

事業承継の取組は、一事業所の世代交代を意味するのではなく、地域の新陳代謝を

促し、持続可能な地域をつくる、新しいまちづくりの取組であり、事業承継を地域で

支える仕組づくりが求められている。そのためには行政、商工団体、地域金融機関、

専門家、大学等という多様な主体が協働して、普及啓発、調査研究、具体的な経営支

援、教育支援のメニューを開発し、行動していくことが必要である。  

このような事業承継の新しい取組を進めていくことで、事業承継の「調布モデル」

を確立し、それを他地域へも波及させていくことを目指していきたい。  
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２．施策の提案 

 

最後に、事業承継支援の具体的な施策内容の方向性について、３つの層別に提案す

る。この提案を踏まえて、さらに具体的なアクションプランを定めて、実行に移して

いくことがこのプロジェクトの次なる挑戦となる。  

 

 

図表 44： 層別の支援方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）承継予定層への支援 

 

承継予定層では、事業所の規模に関わらず、必要な支援は、「後継者及び後継候補

者の教育と交流」である。もし、事業や会社を受け継ぐと決断したとしても、悩みや

不安はあるだろうし、経営者としての能力をさらに高めなければならない。自社のビ

ジネスに関わる技術や知識を高めるような教育はもちろんのこと、経営全般に関する

教育も受ける必要がある。このような取組は、「後継者塾」のような同じ立場の人たち

と取組むのがよいといえる。今後もお互いがお互いを支える仲間にも、よきライベル

にもなるだろう。 

Ｂ  Ａ  Ｃ  

１  

２  

３  

・開廃業マッチング 

・後継者マッチング  

・開廃業マッチング  

・Ｍ＆Ａ支援  
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カテゴリーごとにみると、小規模事業所は、業績がよくないので、事業内容にメス

を入れるような「マーケティング支援」や、「相続面での相談・対策」などの支援が必

要といえる。中規模事業所は、先の後継者教育・交流のなかでも、「異業種交流」とい

う要素を入れたプログラムにしていくべきだろう。大規模事業所では、ある程度承継

のプロセスが進んでいることも見越して、「テクニカルな支援」を専門家やコンサルタ

ント、金融機関から受けるようになればよいと考える。  

 

 

２）未定層 

 

未定層については、まずは事業承継が決して遠い先のことではないことを理解して

もらい、なるべく早くそのことを踏まえて、準備することが必要である。事業のあり

方や人事のあり方を変えていくこと、それが最終的には、事業所の経営強化につなが

ることを「普及啓発」していく。それと同時に「事業承継に関する研修」などを開催

し、受講者同士のつながりをつくり、事業承継について、早い段階で考えたり、仲間

ができたりする環境づくりが必要である。この未定層は、もともと外部との関わりに

否定的ではない人たちが相対的に多いので、このような取組は有効だと考える。また、

未定層については、まだまだ支援ニーズが潜在化しているので、相談や講座などで交

流する機会を増やし、その実態をさらに把握していくように工夫していく必要がある。 

 

 

３）廃業予定層 

 

廃業予定層においては、状況を把握し、問題を明確にしたうえで、事業が続けられ

るような支援をどのようにすべきかの「相談」を受けることが前提である。場合によ

っては、相談を受けるなかで、また事業を続けたり、事業承継を目指したりといった

変化が訪れるかもしれない。それでも、特に小規模事業所に多かった、業績も悪く、

経営者の継続意欲も低いところについては、適切な「廃業支援」を行い、その後の生

き方や働き方を支援していく方向性を考えることも重要だと考える。したがって、引

退した経営者や技術者の「生きがいづくり支援」とともに、そのような「人材を活用

する仕組みづくり」を提供していく。具体的には、後継者塾や地域のイベントの講師

を務めたり、アドバイザーなどの役割を果たしたりと地域で活躍してもらうなど、生

きがいづくりを提案していく必要がある。  

また、中規模事業所で強かった傾向として、承継をしたいが、後継者がいないとい

うパターンがある。この場合は、「後継者マッチング」のように広く後継者を募集する
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仕組みをつくったり、「開廃業マッチング」のように、廃業の可能性がある人と創業し

たい人をつなげたりする取組などが有効的だといえる。  

さらには、現在の事業や会社を売却するような「Ｍ＆Ａ支援」も専門家や金融機関

の支援を得られると良いだろう。  

 

 

以上、層別に具体的な施策を検討するうえでの方向性について提案した。このよう

な方針をふまえて、様々なアクションプランを企画、実行し、その結果を踏まえて、

さらに事業承継を支援する仕組みづくりを強化していくことが重要である。  


